
　

平成２３年度 当初予算（一般会計・骨格）
 

（単位：億円）

備 考

① ② ①－② ①／②

知事、副知事等及び管理職手当支給対象職員について、給与抑制を継続

7,216 7,178 38 100.5 退職手当 773億円→747億円

単県福祉医療 △246億円(皆減　6月補正予算での対応を検討)

伸　率平成２３年度 平成２２年度 増　減
区 分

人 件 費

在宅重度障害者手当支給費 66億円→21億円

(年度当初に執行が必要な部分を計上。残る部分について6月補正予算での対応を検討)

1,748 2,008 △ 260 87.1 後期高齢者医療費負担金 411億円→431億円 介護給付費負担金 492億円→516億円

元金償還 1,626億円→1,675億円 利子償還 763億円→772億円

3,518 3,306 212 106.4 市場公募債等満期一括償還積立 883億円→1,044億円

公共事業 1,452億円→829億円 単独事業 760億円→615億円

1,444 2,212 △ 768 65.3 (道路、河川の整備等は前年度当初の50％を計上。6月補正予算での追加を検討)

地方消費税都道府県清算金 1,340億円→1,374億円 県税交付金 1,225億円→1,237億円

2,788 2,695 93 103.5 県税過誤納還付金及び還付加算金 112億円→160億円

私学助成 554億円→44億円(私立学校経常費補助金等は、6月補正予算での対応を検討)

公 債 費

税 交 付 金 等

歳

出

扶 助 費

投 資 的 経 費

県議会議員選挙費 19億円(皆増) 参議院議員選挙費 △28億円(皆減)

知事選挙費 △24億円(皆減) 国勢調査費 △33億円(皆減)

4,361 5,050 △ 689 86.4 地方道路公社社会実験事業費 △29億円(皆減)

21,075 22,449 △ 1,374 93.9
法人二税 1,623億円→1,964億円 個人県民税 3,059億円→2,988億円

8,828 8,666 162 101.9 自動車取得税 192億円→151億円 地方消費税 1,497億円→1,471億円

( ) (3,200) (3,500) (△ 300) (91.4)
500 500 0 100.0 県税収入の動向や地方財政計画を踏まえ、計上

臨時財政対策債 3,000億円→2,700億円 調整債 90億円→25億円

そ の 他

県 税

歳

県 債

地 方 交 付 税

臨時財政対策債を含む

計

3,213 3,998 △ 785 80.4 通常の県債 908億円→488億円

減債基金取崩し 1,250億円→900億円 果実運用型基金繰入運用 △247億円(皆減)

900 1,609 △ 709 55.9 取崩し型基金繰入運用 △112億円(皆減)

国庫支出金 1,970億円→1,560億円(うち地域自主戦略交付金23億円)

7,634 7,676 △ 42 99.5 国補正基金繰入金 572億円→696億円 地方法人特別譲与税 577億円→829億円

21,075 22,449 △ 1,374 93.9
計

入

県 債

基 金 の 活 用

そ の 他


